
0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

積極的に社会貢献したい

高齢者に負担をもとめるべきではない

自分のできる範囲で社会貢献したい

その他

無回答

70.3 11.8 6.2 9.5

42.2 22.6 16.1 18.0

2.2

1.0

無回答 1.8

70歳まで
14.3

働いている
29.8

75歳まで
25.5

80歳まで
8.5

働ける限り
いつまでも
45.3

以前は働いていたが、
現在は働いていない
57.4

その他
4.6働いたことがない

7.7

無回答 5.1

第 2 章　現状と課題

高齢化が進む中、高齢者としての社会貢献についてどのように考えるか尋ねたところ、
「自分のできる範囲で社会貢献したい」が最も多く、一般高齢者で70.3％、在宅高齢者で
42.2％となっています。

就労状況については、「以前は働いていたが、現在は働いていない」が57.4％で最も多く、
次いで「働いている」が29.8％となっています。「働いている」と回答した人にいくつまで働
きたいか尋ねたところ、「働ける限りいつまでも」が45.3％で最も多くなっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

                                                          課 題                                                                                                             
地域活動への参加者は30.4％と、前回の平成28年度調査結果31.8％に比べ減少していますが、

自分のできる範囲で社会貢献したいと考えている高齢者は多くいます。
地域活動、社会参加への意識づけ、意義の周知を図るとともに、教養・文化活動や各種生涯ス

ポーツの参加者を個人の趣味・嗜好にとどめず、学んだ成果を着実に行動につなげるため、地域活
動への展開まで含めた事業設計が必要です。

また、高齢期における「就労」については、生計維持のためだけでなく、健康維持（介護予防）や社
会参加の意義ももつことから、就労に関する啓発、情報提供や、企業の更なる気運醸成が必要です。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

若年者
N=1,243

ある 特にない 無回答

36.436.462.6

41.741.753.2

52.252.246.6

1.1

1.2

5.1

第 2 章　現状と課題

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

（2）健康づくり・介護予防
健康づくりや介護予防（フレイル予防）のために、日ごろから取り組んでいることがある

かどうかを尋ねたところ、「ある」の割合は一般高齢者で62.6％、在宅高齢者で53.2％と
なっています。

（公園で健康づくり）
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一般 N=1,185
在宅 N=840
若年者 N=579

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

テレビの健康番組を見て
46.8

38.7
34.4

書籍（新聞・雑誌を含む）を読んで
23.6

20.2
14.2

友人・知人に誘われて
13.5

9.8
6.7

講座・講演会に参加して
7.8

4.6
4.8

啓発チラシやパンフレットを見て
6.5
6.2

4.1

ホームページを見て
1.5
0.6

2.9

病気や体力低下がきっかけとなって
32.5

43.9
36.8

できるだけ長く健康に過ごしたいから
69.0

50.6
61.1

その他
3.7

8.7
6.2

無回答
1.9

4.9
0.5 （複数回答可）

第 2 章　現状と課題

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

介護予防（フレイル予防）に日ごろから取り組んでいることが「ある」と回答した人に対
し、取り組んだきっかけを尋ねたところ、一般高齢者では、「できるだけ長く健康に過ごした
いから」が69.0％で最も多く、次いで「テレビの健康番組を見て」が46.8％、「病気や体力低
下がきっかけとなって」が32.5％の順となっています。

在宅高齢者では、「できるだけ長く健康に過ごしたいから」が50.6％で最も多く、次いで
「病気や体力低下がきっかけとなって」が43.9％、「テレビの健康番組を見て」が38.7％の順
となっています。

若年者では、「できるだけ長く健康に過ごしたいから」が61.1％で最も多く、次いで「病
気や体力低下がきっかけとなって」が36.8％、「テレビの健康番組を見て」が34.4％の順と
なっています。
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一般 N=689
在宅 N=658

 N=649

興味・関心がない

体力や気力がない

どのようなことに
取り組んでよいかわからない

時間的な余裕がない

金銭的な余裕がない

その他

無回答

23.5

21.3

32.5

18.3

25.4

6.8

7.5

24.2

51.8

26.9

3.0

16.3

12.3

6.5

16.0

16.3

37.4

46.8

27.7

5.4

2.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

若年者
（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

介護予防（フレイル予防）に日ごろから取り組んでいることが「特にない」と回答した人に
理由を尋ねたところ、一般高齢者では、「どのようなことに取り組んでよいかわからない」が
32.5％で最も多く、次いで「金銭的な余裕がない」が25.4％、「興味・関心がない」が23.5％
の順となっています。

在宅高齢者では、「体力や気力がない」が51.8％で最も多く、次いで「どのようなことに取
り組んでよいかわからない」が26.9％、「興味・関心がない」が24.2％の順となっています。

若年者では、「時間的な余裕がない」が46.8％で最も多く、次いで「どのようなことに取り
組んでよいかわからない」が37.4％、「金銭的な余裕がない」が27.7％の順となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

                                                          課 題                                                                                                             
健康づくりや介護予防（フレイル予防）に取り組むきっかけが「できるだけ長く健康に過ごした

い」や「病気や体力低下」の方が多いことから、本人の心身状況に応じて、効果が上がる取組みを支
援することが必要です。

また、「どのようなことに取り組んでよいかわからない」が一般高齢者の約3割を占めることか
ら、効果的な情報提供を検討するとともに、地域住民の健康づくり・介護予防活動への参画を促す
魅力的な事業展開、介護予防に取り組むリーダーの育成、住民主体の「通いの場」等で専門職が助
言・指導を行う体制づくりなど、多くの高齢者が参加しやすい環境づくりも重要です。

なお、コロナ禍においては、感染予防対策として密集を防ぐことやマスクを着用しての運動な
ど、一定の制限がある中で、今後どのようにフレイル対策を進めていくかも課題の一つです。
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

何か困ったときに助け合える親しい人がいる

立ち話をする程度の人がいる

お互い訪問し合う程度の人がいる

あいさつをかわす程度の人がいる

ほとんど付き合いはない その他 無回答

10.330.3 18.030.1 8.7

25.1 19.019.810.8 16.1 5.7

0.5 2.2

3.5

第 2 章　現状と課題

（3）地域の見守り合い・支え合い
近所で親しく付き合っている人がいるか尋ねたところ、「何か困ったときに助け合える親

しい人がいる」は、一般高齢者が30.3％、在宅高齢者が25.1％で最も多く、2番目に多いの
は、いずれも「立ち話をする程度の人がいる」となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

                                                          課 題                                                                                                             
地域にある資源やネットワークを市民に周知できていなかったり、地域での互助や生活支援の

取組み強化の必要性が十分に伝わっていないという問題があります。市民啓発の実施、地域の互
助、ネットワークの強化が必要です。

また、地域での活動の担い手が不足しており、新たな地域人材の発掘が難しい状況です。地域に
おける自助・共助の取組み支援のため、民間団体、民間機関と行政の連携体制の再構築を進める必
要がありますが、住民主体の互助、生活支援の取組みは地域特性の差等があり、統一した仕組みづ
くりの構築は難しいという課題があります。
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一般 N=1,894
在宅 N=1,579

 N=1,243

「もの忘れ」と「認知症」の
違いがわからない

26.4
30.5

14.9

どこに相談に行ったらよいか
わからない

15.3
13.8

16.1

どのような生活を心がけていれば、
予防できるのかわからない

30.9
24.1

35.7

家族に迷惑をかけそうで
心配である

59.6
42.3

68.1

「認知症」に対応した介護が
受けられるかどうか心配である

28.0
20.6

24.1

「認知症」になっても、自宅で生活を
続けられるか心配である

43.2
29.9

43.6

「認知症」になっても、自分の財産などを
管理できるか心配である

15.9
12.6

26.4

「認知症」のことについて、
あまりよく知らない

（正しく理解できていない）

11.6
15.8

11.1

その他
2.5

4.5
3.5

特に何も思わない
7.5
8.9

3.5

無回答
3.4

8.9
4.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

若年者
（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

（4）認知症高齢者の状況
認知症と聞いて、最初に思うことはどのようなことか尋ねたところ、「家族に迷惑をか

けそうで心配である」が最も多く、一般高齢者が59.6％、在宅高齢者が42.3％、若年者が
68.1％となっています。次いで、一般高齢者と若年者では「『認知症』になっても、自宅で生
活を続けられるか心配である」が一般高齢者で43.2％、若年者で43.6％となっており、在宅
高齢者では「『もの忘れ』と『認知症』の違いがわからない」が30.5％となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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一般 N=1,894
在宅 N=1,579

 N=1,243

認知症を早期に発見し、予防活動や
専門医療につなげる体制づくり

63.2
51.6

56.9

医師や介護サービス事業者などの
専門性の向上

43.7
36.4

50.7

認知症の人の権利や
財産を守る制度の充実

24.4
22.0

30.0

認知症の人の在宅での
安全な生活を支える取組み

50.2
38.3

45.4

入所できる施設の充実
66.5

56.8
66.5

認知症の正しい理解を広め、
認知症のよき理解者を増やす取組み

31.9
24.8

31.6

認知症の本人や家族の
意見を聞く取組み

27.4
22.7

24.9

介護する家族同士の交流会など、
家族の精神的な負担を軽減する取組み

26.5
22.2

28.6

認知症カフェの充実など、認知症の人や
その家族の居場所づくりの取組み

23.8
17.0

25.7

その他
1.5

4.5
2.7

無回答
5.1

13.7
4.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

若年者
（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

認知症に関して市が力を入れるべき取組みについては、一般高齢者、在宅高齢者、若年者
いずれも「入所できる施設の充実」が最も多く、一般高齢者と若年者ともに66.5％、在宅高
齢者が56.8％となっています。次いで「認知症を早期に発見し、予防活動や専門医療につな
げる体制づくり」が、一般高齢者で63.2％、在宅高齢者で51.6％、若年者が56.9％となって
います。

また、一般高齢者では「認知症の人の在宅での安全な生活を支える取組み」、若年者では「医
師や介護サービス事業者などの専門性の向上」がそれぞれ50.2％、50.7％となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

                                                          課 題                                                                                                             
認知症の人やその家族が安心して生活していくためには、予防から軽度、中重度に至るまでそ

れぞれの状態に応じたサービスの提供が必要です。これらのサービスを効果的に提供するため、医
療・介護・福祉・企業・地域等の連携強化の推進が必要です。

今後も認知症高齢者の増加が見込まれており、認知症の人本人の社会参加活動の支援も課題と
なっています。

                                                                                                                               

25



精神的な負担感がある
（将来に不安を感じる、相談相手がいない等）

身体的な負担感がある
（疲労が蓄積している、睡眠不足等）

経済的な負担感がある
（家計を圧迫している、貯金を切り崩している等）

介護を手伝ってくれる身近な存在がいない

利用できる社会資源がわからない

仕事や子育て等と介護の両立が困難である

その他

無回答 在宅（介護者） N=568

55.8

61.1

40.3

32.0

13.7

6.0

6.7

0.4

0% 20% 40% 60% 80%

（複数回答可）

夫
11.9 男

22.5無回答
36.7

無回答
35.2

女
40.8

子
29.8

無回答
36.0

妻
13.6

子の配偶者 3.2

20～29歳 0.1
20歳未満
0.0

30～39歳 0.6
40～49歳 4.0

70～79歳 15.380歳以上
15.2

50～59歳
13.6

60～69歳
16.1

孫 0.2
兄弟・姉妹 2.1

その他の親族
1.6

親族以外の者
5.1

第 2 章　現状と課題

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

介護する上で困っていることは何か尋ねたところ、「身体的な負担感がある（疲労が蓄積
している、睡眠不足等）」が61.1％で最も多く、「精神的な負担感がある（将来に不安を感じ
る、相談相手がいない等）」が55.8％、「経済的な負担感がある（家計を圧迫している、貯金を
切り崩している等）」が40.3％、「介護を手伝ってくれる身近な存在がいない」が32.0％と
なっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

（5）家族介護者の状況
在宅で高齢者の介護を主に行っている人は、「子」が29.8％で最も多く、次いで「妻」

（13.6％）、「夫」（11.9％）、「子の配偶者」が（3.2％）となっています。
また、性別は、男性が22.5％、女性が40.8％となっており、女性の介護者が多く、年齢につ

いては、70歳以上の方が約3割を占めています。
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在宅（介護者） N=389

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

無回答

14.1

31.9

33.9

18.3

13.6

27.5

4.1

15.4

11.1
（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

働いている介護者に対し、勤め先からどのような支援があれば仕事と介護の両立に効果
があると思うか尋ねたところ、「制度を利用しやすい職場づくり」が33.9％で最も多く、次
いで「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が31.9％、「介護をしている従業員への経済的な
支援」が27.5％となっています。

                                                          課 題                                                                                                             
介護をしている家族の方は、身体的にも精神的にも負担感を持っており、様々な悩みを抱えな

がら高齢者を支えています。
また、シングル介護や老老介護、ダブルケアやヤングケアラー等、介護者の家庭環境は様々であ

り、複合的な課題を抱えた家庭にも対応できるよう、より細かな支援のあり方を検討しなければな
りません。

現役世代が親の介護のために離職する介護離職も問題になっており、現状では、女性介護者が
多い状況ですが、今後は、男性の介護への参画を進め、女性の介護負担の軽減を図る必要がありま
す。

各種事業のさらなる市民周知や企業、学校等多方面への働きかけにより、介護者に対する支援
策の啓発強化を図ることが必要です。

                                                                                                                               

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

若年者
N=1,243

はい いいえ 無回答

53.453.441.8

37.737.749.8

53.453.443.2

4.8

3.4

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族や友人・知人

ケアマネジャーなどの介護関係者や
かかりつけ医などの医療関係者

区役所や地域包括支援
センターなどの行政関係者

民生委員・児童委員や
福祉協力員などの地域の役員

その他

相談できる人はいない

回答

87.0

73.0

26.7
62.1

11.7

10.3

4.8

5.3

1.4

2.8

3.0

1.1

2.6
5.2

一般 N=1,894 在宅 N=1,579
（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

また、介護や病気などで困ったときに相談できる人について尋ねたところ、在宅高齢者で
は、「ケアマネジャーなどの介護関係者やかかりつけ医などの医療関係者（62.1％）」が「家
族・知人（73.0％）」に次いで多い結果となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

（6）地域における相談支援体制（医療と介護の連携）
高齢者に関する様々な相談に対応する総合相談窓口である「地域包括支援センター」につ

いて、「知っている」と回答した割合は、一般高齢者で41.8％、在宅高齢者で49.8％となって
います。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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第 2 章　現状と課題

                                                          課 題                                                                                                             
地域包括支援センターでは、相談を受けると、訪問や電話、面接等で対応し、支援していますが、

寄せられる相談の中には、複雑化、長期化するものもあり、対応強化が求められています。一方、一
般高齢者のうち、地域包括支援センターを知っているのは、約4割であり、周知を強める必要があ
ります。

また、高齢者にとって身近な相談者である医療・介護関係者が、高齢者自身の希望や目標を関係
者間で共有し、本人の能力や意欲を高め家庭や地域・社会の中で役割を持って生活できるよう支援
を行うことが重要です。

そのため、医療・介護関係者が、高齢者自身の基本的な情報を共有しやすい環境を整え（北九州
医療・介護連携プロジェクトのさらなる推進）、在宅医療への専門職の参画を促進し、在宅医療・介
護が切れ目なく提供される体制づくりが必要です。

今後さらに高齢化が進む中で、医療・介護サービスだけで全ての高齢者を支えることは困難で
す。高齢者やその家族が、住み慣れたところで一生安全に、その人らしく、いきいきとした生活を続
けていくためには、医療・介護関係者だけでなく、生活に関わるあらゆる人々や機関・組織が協力し
合って活動すること（地域リハビリテーション）が求められます。そのことを通じて地域の中で自
助・互助の取組みの充実を図り、支え合いの力を高めていくことが必要です。

また、市民が人生の最終段階の医療について考えることができる機会の提供、在宅医療・介護、
看取りに関する啓発も必要です。

                                                                                                                               

保健師 主任ケアマネジャー 社会福祉士

地域包括支援センターのしごと

介護や健康のこと
介護予防ケアマネジメント

さまざまな相談ごと
総合相談

権利を守ること
権利擁護

暮らしやすい地域のために
包括的・継続的ケアマネジメント

虐待に関することや、認知症
などの相談に応じます。また、
高齢者の権利に関する制度な
どの情報提供を行います。

民生委員さんや医療機関など、
関係機関との連携をすすめ、
暮らしやすい地域となるよう
に支援していきます。

高齢者の皆さんが、住み慣れた地
域でその人らしい生活を安心して
送ることが出来るように保健・医
療・福祉・介護に関する幅広い相
談に応じる｢総合相談窓口｣です。

地域包括支援センター

介護保険や、その他サービスの利用
についての相談に応じます。
また、からだのことや介護予防、日
常生活の困りごとについて支援を行
います。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

若年
N=1,243

11.654.0 28.4

8.048.3 30.9

25.3 4.938.3 29.4

1.8

3.9

2.1

8.9

4.1

ホームヘルプサービスやショートステイなどを利用しながら、ずっと在宅で生活したい
安否確認などのサービスを受けることができる高齢者向けの賃貸住宅等で生活したい
入浴・排泄・食事・日常生活の介助等を受けることができる特別養護老人ホームなどの施設で生活したい
その他 無回答

一般
N=1,023

在宅
N=762

29.845.0 12.7

13.8

5.0

5.049.5 25.2

38.3

1.7

1.6

2.0 0.3

1.8 0.3

3.6

2.9

家族の協力 地域における助け合い
入浴や食事などの介助を行うヘルパーや、デイサービスなどの介護サービス
ＮＰＯ・ボランティアなどが行う生活援助サービス（見守り、買い物、家事援助、配食など）
医師による往診や緊急時に入院できるなどの医療体制が整っていること
自宅の改修や改築（段差の解消、手すりの設置など） その他 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第 2 章　現状と課題

（7）介護サービス
介護が必要な状態になったとき（在宅高齢者の場合は、現在よりもさらに介護が必要に

なったとき）に、どこで生活することを希望するか尋ねたところ、「ホームヘルプサービスや
ショートステイなどを利用しながら、ずっと在宅で生活したい」が一般高齢者で54.0％、在
宅高齢者で48.3％、若年者で38.3％と最も多くなっています。また、若年者では「安否確認
などのサービスを受けることができる高齢者向けの賃貸住宅等で生活したい」が25.3％と
一般高齢者の11.6％、在宅高齢者の8.0％に比べて割合が高くなっています。

「ホームヘルプサービスやショートステイなどを利用しながら、ずっと在宅で生活した
い」と回答した人に、自宅で暮らし続けるために最も必要なことを尋ねたところ、「家族の協
力」が一般高齢者で45.0％、在宅高齢者で49.5％と最も多く、次いで「入浴や食事などの介
助を行うヘルパーや、デイサービスなどの介護サービス」が一般高齢者で29.8％、在宅高齢
者で25.2％、「医師による往診や緊急時に入院できるなどの医療体制が整っていること」が
一般高齢者で12.7％、在宅高齢者で13.8％の順となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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一般
N=1,894

在宅
N=1,579

保険料の負担が増えても、もっとサービスを充実してほしい

真に必要なサービスに重点を置くなどして、できるだけ保険料の上昇を抑えるべきである

無回答サービスを減らしてでも、保険料を下げるべきである

78.5 4.2 8.1

68.5 4.7 14.4

9.2

12.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

第 2 章　現状と課題

                                                          課 題                                                                                                             
高齢化の進展に伴い、今後も介護サービスの利用量や費用の増加が見込まれます。持続可能な

介護保険制度の構築のためには、介護人材の確保、介護サービスの質の向上が必要です。また、高齢
者福祉施設の整備についても、今後の高齢化の推移を踏まえた整備量の検討が必要になります。

65歳以上である第1号被保険者の介護保険料については、介護サービスの費用等の増加に合わ
せ、負担能力に応じたきめ細やかな金額の設定を行っていく必要があります。

                                                                                                                               

介護保険料の負担感に対する考え方については、「真に必要なサービスに重点を置くなど
して、できるだけ保険料の上昇を抑えるべきである」が最も多くなっています。
「保険料の負担が増えても、もっとサービスを充実してほしい」は一般高齢者で9.2％、在

宅高齢者で12.3％となっています。一方、「サービスを減らしてでも、保険料を下げるべき
である」は一般高齢者で4.2％、在宅高齢者で4.7％となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

0.4

6.9 26.024.4 21.0 13.8 10.7 3.7

1.8

6.1 25.3 9.225.5 11.8 16.3 10.1

不安はない

不安を感じる

どちらかといえば不安は感じない

どちらともいえない

どちらかといえば不安を感じる

その他 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

3.4

6.9 29.616.2 33.3 17.6

6.1 28.311.7 21.8 27.7 10.4

よく知っている

全く知らない

少し知っている よく知らないが聞いたことがある

無回答

第 2 章　現状と課題

（8）権利擁護・虐待防止
虐待や財産をねらった詐欺など高齢者の権利を侵害するものに対する不安があるか尋ね

たところ、一般高齢者では「どちらかといえば不安を感じる」が26.0％で最も多く、在宅高
齢者では「不安はない」が25.5％で最も多くなっています。
「不安はない」、「どちらかといえば不安は感じない」を合わせた割合は、一般高齢者で

45.4％、在宅高齢者で37.3％となっています。これに対して「不安を感じる」、「どちらかと
いえば不安を感じる」を合わせた割合は、一般高齢者で39.8％、在宅高齢者で41.6％となっ
ています。

成年後見制度を知っているか尋ねたところ、一般高齢者では「少し知っている」が33.3％
で最も多く、次いで「よく知らないが聞いたことがある」が29.6％となっています。

在宅高齢者では「よく知らないが聞いたことがある」が28.3％で最も多く、次いで「全く
知らない」が27.7％となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

はい いいえ 無回答

49.5

48.6

44.9

38.1

5.6

13.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

よく知っている 少し知っている

全く知らない（聞いたこともない） 無回答

よく知らないが聞いたことがある

11.8 27.4 53.6 4.1

9.1 23.1 53.1 11.1

3.1

3.6

第 2 章　現状と課題

認知症などで判断が十分にできなくなったとき、「成年後見制度」を利用したいか尋ね
たところ、「はい」と回答した割合は、一般高齢者で44.9％、在宅高齢者で38.1％となっ
ています。

市民後見人を知っているか尋ねたところ、「全く知らない」が一般高齢者で53.6％、在宅
高齢者で53.1％と最も多く、次いで「よく知らないが聞いたことがある」が一般高齢者で
27.4％、在宅高齢者で23.1％となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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一般 N=1,894
在宅 N=1,579

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

5.8

6.5

4.7

3.4

4.4

5.1

3.4

3.2

5.7

70.5

30.8

22.2

11.9

8.7

14.9

64.4

20.3

14.2

8.2

22.7

区役所・地域包括支援センター

社会福祉協議会

法テラス

弁護士会

司法書士会

社会福祉士会

行政書士会

税理士会

その他

無回答
（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

成年後見制度の相談に応じてくれる窓口を知っているか尋ねたところ、「区役所・地域
包括支援センター」が一般高齢者で70.5％、在宅高齢者で64.4％と最も多く、次いで「社
会福祉協議会」が一般高齢者で30.8％、在宅高齢者で20.3％、「弁護士会」が一般高齢者で
22.2％、在宅高齢者で14.2％の順となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

成年後見制度の利用の促進・充実を図るためにどのようなことが必要か尋ねたところ、一
般高齢者では、「成年後見制度についての周知・広報活動の推進」が47.7％で最も多く、次い
で「高齢者や障害のある人の権利擁護に関する相談窓口や相談体制の充実」が41.5％、「本
人の状態に応じた成年後見制度（類型：後見・保佐・補助）を選択することができるための支
援の充実」が38.6％の順となっています。

在宅高齢者では、「高齢者や障害のある人の権利擁護に関する相談窓口や相談体制の
充実」が34.5％で最も多く、次いで「成年後見制度についての周知・広報活動の推進」が
31.0％、「本人の状態に応じた成年後見制度（類型：後見・保佐・補助）を選択することができ
るための支援の充実」が28.1％の順となっています。
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一般 N=1,894
在宅 N=1,579

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

成年後見制度についての
周知・広報活動の推進

高齢者や障害のある人の権利擁護に
関する相談窓口や相談体制の充実

成年後見制度の利用が必要な市民の把握や
支援を広げるため、医療・福祉・法律などの

専門職種を中心とした連携

本人の状態に応じた成年後見制度
（類型：後見・保佐・補助）を選択する

ことができるための支援の充実

成年後見人による金銭の
横領などの不正防止の徹底

本人に身近な地域において住民が
市民後見人として支えていく体制の構築

特にない

その他

無回答

47.7

41.5

33.9

38.6

35.9

15.8

6.4

11.0

31.0

34.5

25.5

28.1

26.1

14.1

12.6

3.9

20.8

1.2

（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

                                                          課 題                                                                                                             
調査結果では、成年後見制度の認知度（「よく知っている」と「少し知っている」の合計）は、「一般

高齢者」で49.5%、「在宅高齢者」で33.5%と、まだまだ低い状況にあります。
また、調査結果から、「成年後見制度についてよく知らないため、制度の利用について積極的で

はないが、どこに相談したらよいかについては、よく知っている」という現状が推測できます。
上記の現状を踏まえ、「成年後見制度についての周知・広報活動の推進」、「本人の状態に応じた

成年後見制度（類型：後見・保佐・補助）を選択することができるための支援の充実」及び「権利擁護
に関する相談窓口や相談体制の充実」等にこれまで以上に取り組み、今後更に成年後見制度の利
用・充実を図っていく必要があります。
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一般 N=1,894
在宅 N=1,579

住宅の構造（段差・階段）や設備
（便所・浴室）が高齢者には使いにくい

防犯設備や防災設備が不十分である

家賃、税金、住宅維持費などの
経済的負担が重い

何も問題は感じていない

その他

無回答

34.3

16.9

19.2

3.4

36.9

7.2

30.3

13.6

12.8

6.1

37.6

13.2

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

（複数回答可）

一般
N=1,894

在宅
N=1,579

自分もしくは、同居家族が運転する自動車

タクシー

別居の家族や知人が運転する自動車

徒歩、自転車

ＪＲ、バスなどの公共交通機関

その他 無回答

59.2

31.5

2.1

11.9

23.9

17.2 23.5

6.7

4.1

1.53.2

4.7

3.4

7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第 2 章　現状と課題

（9）生活環境等
現在住んでいる住宅についてどのような問題を感じているか尋ねたところ、「何も問題は

感じていない」が一般高齢者で36.9％、在宅高齢者で37.6％と最も多くなっています。
「住宅の構造（段差・階段）や設備（便所・浴室）が高齢者には使いにくい」が一般高齢者で

34.3％、在宅高齢者で30.3％となっています。

外出する際に最も多く使用する移動手段については、一般高齢者で「自分もしくは、同居
家族が運転する自動車」が59.2％と過半数を占めています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査
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一般 N=1,894
在宅 N=1,579

終活についてすでに準備している

終活について相談したいと思っている

終活について関心がある

終活という言葉を聞いたことがある

終活とはどのようなものか知っている

全く知らない

その他

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

15.5

10.6

47.9

30.6

31.1

4.8

1.8

3.9

17.3

8.9

29.3

20.8

29.6

15.1

5.1

8.1
（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

終活について尋ねたところ、一般高齢者では、「終活について関心がある」が47.9％で最
も多く、次いで「終活という言葉を聞いたことがある」が31.1％、「終活とはどのようなもの
か知っている」が30.6％の順となっています。

また、「終活について相談したいと思っている」が10.6％となっています。

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

                                                          課 題                                                                                                             
現在の住居に関して、長年暮らしてきた家のため、自分自身では不便を感じていない高齢者も

いますが、住宅の構造や設備が高齢者には使いにくいと思っている高齢者も多いです。また、一般
高齢者は、自分もしくは、同居家族が運転する車で移動している方が半数を超えていますが、高齢
者の免許返納への関心も高まっています。

また、終活について関心がある、相談したいと思っている高齢者に対応するため、終活に関する
相談を受け付ける体制の整備や啓発が必要です。

高齢者が希望する場所で生活を継続するために、必要となる具体的な備えへ向けた啓発、高齢
期における多様な住まい、暮らし方の支援、高齢者の移動支援施策の充実など、高齢者が安心して
生活できる環境づくりが必要です。
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